
第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ＰｗＣあらた監査法人による四半期レビューを受けております。

 なお、従来、当社が監査証明を受けているあらた監査法人は、平成27年７月１日に名称を変更し、ＰｗＣあらた監

査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 499,190 466,990 

受取手形及び売掛金 1,346,461 1,384,792 

たな卸資産 683,392 669,650 

その他 269,333 300,303 

貸倒引当金 △29,169 △29,137 

流動資産合計 2,769,209 2,792,599 

固定資産    

有形固定資産 583,819 617,668 

無形固定資産    

のれん 170,647 167,410 

その他 229,745 221,157 

無形固定資産合計 400,392 388,568 

投資その他の資産    

投資有価証券 572,927 564,908 

その他 227,437 228,336 

貸倒引当金 △20,091 △20,355 

投資その他の資産合計 780,272 772,889 

固定資産合計 1,764,484 1,779,126 

資産合計 4,533,693 4,571,725 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 969,099 990,267 

短期借入金 608,661 572,823 

未払法人税等 26,806 23,869 

引当金 1,755 1,221 

その他 455,404 506,548 

流動負債合計 2,061,727 2,094,730 

固定負債    

社債 116,161 100,000 

長期借入金 854,927 896,374 

引当金 7,058 6,048 

退職給付に係る負債 32,355 33,649 

その他 156,980 159,656 

固定負債合計 1,167,482 1,195,729 

負債合計 3,229,210 3,290,460 

純資産の部    

株主資本    

資本金 64,936 64,936 

資本剰余金 155,021 155,036 

利益剰余金 628,399 630,816 

自己株式 △3,858 △3,741 

株主資本合計 844,499 847,048 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 137,976 147,580 

繰延ヘッジ損益 △15,797 △18,951 

為替換算調整勘定 154,903 125,154 

退職給付に係る調整累計額 3,930 3,767 

その他の包括利益累計額合計 281,012 257,551 

新株予約権 127 94 

非支配株主持分 178,844 176,571 

純資産合計 1,304,483 1,281,265 

負債純資産合計 4,533,693 4,571,725 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 2,084,089 2,138,417 

売上原価 1,935,675 1,988,926 

売上総利益 148,413 149,490 

販売費及び一般管理費 114,069 118,928 

営業利益 34,343 30,562 

営業外収益    

受取利息 1,341 1,601 

受取配当金 9,384 11,448 

持分法による投資利益 5,226 530 

雑収入 2,794 3,160 

営業外収益合計 18,748 16,740 

営業外費用    

支払利息 6,806 6,847 

為替差損 － 2,848 

雑支出 1,333 2,160 

営業外費用合計 8,139 11,856 

経常利益 44,952 35,445 

特別利益    

固定資産売却益 208 1,369 

投資有価証券及び出資金売却益 3,000 3,076 

関係会社清算益 － 156 

事業撤退損失引当金戻入額 － 408 

負ののれん発生益 － 262 

その他 2 － 

特別利益合計 3,210 5,272 

特別損失    

固定資産処分損 147 91 

投資有価証券及び出資金売却損 0 300 

投資有価証券及び出資金評価損 308 5,292 

特別退職金 － 343 

その他 3 3 

特別損失合計 459 6,032 

税金等調整前四半期純利益 47,704 34,686 

法人税等 19,324 16,970 

四半期純利益 28,379 17,715 

非支配株主に帰属する四半期純利益 7,077 4,730 

親会社株主に帰属する四半期純利益 21,302 12,985 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益 28,379 17,715 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 6,604 9,377 

繰延ヘッジ損益 △2,912 △3,681 

為替換算調整勘定 △21,434 △31,605 

退職給付に係る調整額 56 △165 

持分法適用会社に対する持分相当額 △147 572 

その他の包括利益合計 △17,833 △25,502 

四半期包括利益 10,546 △7,786 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 5,628 △10,482 

非支配株主に係る四半期包括利益 4,917 2,695 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

 当第１四半期連結会計期間より、財務内容の開示をより充実する観点等から、新たに22社を連結の範囲に含

めております。一方、前連結会計年度における連結子会社のうち、６社については、合併等により、連結の範

囲から除外しております。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

 当第１四半期連結会計期間より、財務内容の開示をより充実する観点等から、新たに13社を持分法適用の範

囲に含めております。一方、前連結会計年度に持分法を適用した会社のうち、４社については、連結子会社へ

の異動等により、持分法適用の範囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項の変更 

 従来、決算日が12月31日であった一部の連結子会社については、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりましたが、連結財務情報のより適正な

開示を図るため、当第１四半期連結会計期間より、連結子会社９社（依摩泰（上海）国際貿易有限公司  他８

社）については、連結決算日に本決算に準じた仮決算を行った財務諸表を基礎とする方法に変更しておりま

す。 

 この変更に伴い、当第１四半期連結累計期間は平成27年１月１日から６月30日までの６ヶ月間を連結し、連

結損益計算書を通して調整しております。 

 なお、この変更に伴う影響は軽微であります。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号  平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取り扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

 この結果、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ477百

万円減少しております。

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

 当社及び国内連結子会社は、有形固定資産の減価償却方法について、従来、主として定率法を採用しておりま

したが、当第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

 2011年に策定したGLOBAL 2020 VISION実現に向けてのパートナー戦略を推し進めた結果、海外連結子会社の定

額法の有形固定資産が相対的に増加してきたことを契機に、グループ会計方針の統一及びより適正な期間損益計

算の観点から有形固定資産の減価償却方法について再度検討したものです。

 その結果、当社及び国内連結子会社の有形固定資産は、耐用年数内で安定的に稼働していることから、使用期

間にわたり費用を均等に負担させることが、より適切に事業の実態を反映する合理的な方法であると判断し、当

社及び国内連結子会社の有形固定資産の減価償却方法を主として定額法に変更しました。

 この変更による当第１四半期連結累計期間の損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

輸出手形割引高 

 
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成27年６月30日） 

輸出手形割引高 26,091百万円 49,447百万円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 17,919百万円 18,758百万円

のれんの償却額 8,963   8,893  

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日 

定時株主総会
普通株式 9,491 27 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日 

定時株主総会
普通株式 9,853 28 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金

 

 

- 12 -

2015/08/12 13:22:11／15096740_豊田通商株式会社_第１四半期報告書



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                     （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他

（注）１ 
合計 

調整額

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

  金属 

グローバ

ル部品・

ロジステ

ィクス 

自動車 

機械・エ

ネルギ

ー・プラ

ントプロ

ジェクト 

化学品・

エレクト

ロニクス 
食料 生活産業 計 

売上高                        

外部顧客へ

の売上高 
498,964 244,400 348,779 394,338 476,340 85,376 35,247 2,083,448 640 2,084,089 － 2,084,089 

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

272 825 2 34 1,419 32 148 2,736 134 2,870 △2,870 － 

計 499,237 245,226 348,782 394,373 477,760 85,409 35,396 2,086,185 774 2,086,960 △2,870 2,084,089 

セグメント利

益又は損失

(△) 

10,193 4,777 8,217 4,432 7,058 1,394 581 36,656 △2,345 34,310 33 34,343 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ全体の業務支援を行う職

能部門を含んでおります。

   ２．セグメント利益又は損失の調整額には、主にセグメント間取引額を表示しております。

   ３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                     （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他

（注）１ 
合計 

調整額

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

  金属 

グローバ

ル部品・

ロジステ

ィクス 

自動車 

機械・エ

ネルギ

ー・プラ

ントプロ

ジェクト 

化学品・

エレクト

ロニクス 
食料 生活産業 計 

売上高                        

外部顧客へ

の売上高 
471,297 250,508 320,136 460,752 495,031 104,112 35,850 2,137,689 727 2,138,417 － 2,138,417 

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

222 697 8 118 1,613 69 196 2,926 141 3,068 △3,068 － 

計 471,520 251,205 320,144 460,871 496,644 104,182 36,047 2,140,616 869 2,141,485 △3,068 2,138,417 

セグメント利

益又は損失

(△) 

9,647 5,829 8,230 5,743 3,169 △126 1,038 33,531 △2,964 30,567 △4 30,562 
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（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ全体の業務支援を行う職

能部門を含んでおります。

   ２．セグメント利益又は損失の調整額には、主にセグメント間取引額を表示しております。

   ３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

   ４．当第１四半期連結会計期間から「企業結合に関する会計基準」等を適用し、支配が継続している場合の子会

社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結

会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施

される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属す

る四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。この変更により、従来

の方法によった場合と比較して、第１四半期連結累計期間のセグメント利益が、食料で477百万円減少して

おります。 
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（企業結合等関係）

取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称    NovaAgri Infra-Estrutura de Armazenagem e Escoamento Agrícola S.A. 

事業の内容          穀物の集荷・貯蔵・物流・販売・輸出入事業 

（2）企業結合を行った主な理由 

   当社は、食料事業を重点分野と位置づけており、昭和43年に穀物サイロ事業を創業し、現在は日本国内４

拠点で穀物サイロ事業を展開するなど、同事業における長年の経験と日本国内における取扱数量トップクラ

スのノウハウを強みとしております。今回、穀物の一大生産地であるブラジルにおいて、穀物倉庫や鉄道積

み替え施設、輸出ターミナル等の穀物インフラ事業を展開する同社の株式を取得し、完全子会社とすること

で、穀物集荷をはじめとする顧客サービスを強化し、川上から川下にいたるサプライチェーンの確立に取り

組み、穀物の安定供給並びに同分野における更なる事業の拡大を目指すものです。 

（3）企業結合日 

平成27年５月29日 

（4）企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式取得 

（5）結合後企業の名称 

NovaAgri Infra-Estrutura de Armazenagem e Escoamento Agrícola S.A. 

（6）取得した議決権比率 

100％ 

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。 

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

  平成27年６月30日をみなし取得日としているため、当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書

に被取得企業の業績は含まれておりません。 

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

現金 27,491百万円 

取得原価   27,491 

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

（1）発生したのれんの金額 

19,265百万円 

  なお、発生したのれんの金額は、取得原価の配分等が完了していないため、暫定的に算定された金額であり

ます。 

（2）発生原因 

被取得企業に係る当社の持分額と取得原価との差額により発生しております。 

（3）償却方法及び償却期間 

効果の及ぶ期間にわたり均等償却します。また、償却期間については、取得原価の配分等の結果を踏まえ確

定します。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 60円63銭 36円92銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 21,302 12,985

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
21,302 12,985

普通株式の期中平均株式数（千株） 351,339 351,726

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 60円58銭 36円90銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 276 150

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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